
伊藤和衛『学校経営の近代化入門j(1963年〉の検討

一学校経営の近代化論の特質と公教育経営論に関する考察-

摂南大~f: 村田俊明

1.意図と課題

昭和30年代から40年代にかけて学校経営の合理化を志向し，その後今日にいたるまで，わがi主!

の~:校経営学説の形成に極めて重要な影響を与えた伊藤和衛著 f学校経営の近代化入13tH (1) の

検討を通し，学校経営研究の課題と方向を探るのが本稿のねらいである。

j奇知の通り，伊藤氏の学校経営の近代化論(以下，近代化論)については，宗像誠lli氏との関

で「重j語・単層構造論争jが繰り広げ‘られた経緯がある。この論争は，学校経営の合理化と民主

化をめくるもので，わが国の学校経営研究に大きな影響を与えたことは言うまでもな liO そこで

伊藤氏の近代化論の特質を明らかにして，今日における学校経営研究にとっての意義， とりわけ

公教育経営や学校経営の概念，教育委員会と学校のt~係把握，学校経営学への近代経営学援用の

可能性とi担界などに迫りたし 1。なお『学校経営研究』第17巻は， r再考・吉本学校経営学Jを特

集しているが (2)，伊藤氏の近代化論と比較しつつ， r吉本学校経営学」の構造的特質ととらえら

れる単一学校経営及びその自律性に関する学説 (3)の意義も考察の対象としたい。

2. 学校経営の近代化論の背景と理論的特質

(1 ) 近代化論と受教育権の保障

戦後教育運動の一つの支柱は民主化にあったと言ってよい。学校現場では，新しい民主主義教

育の実現をめざした実践が推進されていた。戦後最初の10年間における論調や研究も，戦後教育

の民主化への理念、を馳とした，大所高所の教育行政論が主流を占めていた。昭和30年代に入ると，

地教行法の成立(昭和31年)もあって，学校経営研究の方向は，組織内部問題，とりわけ授業の

管理と教職員管理を中心とする管理運営問題に目が向きつつあった (4)O

当時，伊藤氏が最も関心を寄せていたのは， 1わが国における教育の機会均等Jに関するもの

であったという。学校経営をめぐる状況は，合理的な学校経営の諸条件の整備が十分とは言えな

い状況にあったようだ。すなわち，スシ詰学級，高校全入，定員，教育負担量など，主に行財政

的解決が期待される問題が存在し，憲法や教育基本法に定める理念と現実との隔たりに最大の課

題があると考えるに至ったとされる (5)。そうした状況の下，伊藤氏は，問題は教育のうち， と
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りわけ学校経営にあって， i学校経営において本当の意味の社会的効率をあげること」が， 子ど

もの受教育権の保障に結び‘つくと考えるようになったのであるO 受教育権の保障→学校経営の社

会的効率性の向上→近代化という論展開である。

(2) 科学的管理論の導入と学校経営の組織化

伊藤正は，戦後の民主化論や民主化運動については，教育民主化論の功績を評価しつつ，あえ

て「教育における近代化ということ，…・・・学校経営の近代化ということは， これまでのような権

力対抗だけの姿勢で十分なのだろうか。」と反問するO 加えて， i近代化の内容としての合理性に

欠けていた......。そこには技術性・能率性・効率性が不イ一分というよりかほとんどなかったといっ

てよく， したがって生産的で、なかった…一'oJと言う (6)。伊藤氏は，ス、ン詰学級や教職員の勤務

評定の例に関係づけながら，客鋭的測定のための標準化研究の必要を説く。たとえば，教職員の

勤務評定は，科学的人事管理の意図から導入されたものであるが，民主化論が絶対主義的封建造

告1]が歴史的に連続しているという解釈に基づいて，反権力闘争になっていると，民主化論の合理

化欠如を指弾したのである (7) 。これが，宗像誠也氏との 11~1で論争を引き起こす切っ掛けとなる

のであるO 伊藤良の近代化論は，戦前戦中の法規万能主義的学校管理への反省と克服の課題を込

めると同時に，戦後教育の民主化運動の行き詰まりを看取している O

また，伊藤氏が， いかに「近代化jに執着したかについて， iわれわれの学校経営は現代化を云々

する前に一回テイラ-F.W.Taylor 1856'""'-'1915の科学的管理ScientificManagementの精神にさ

かのぼるべきである。アメリカにおける経営管理の創始者といわれるテイラーの合理的方法を学

校経営のなかに摂取すべきである山。」と述べ，学校経営の近代化を現代化への発展過程と位置

づけたのであるO その近代化論の内容は，合理化思惣とその実現の方法手続きから構成されてお

り，学校経営への近代経営学の合理化手法の導入とその実際をあきらかにすることが主目的になっ

ていたのである O 学校経営の管理分析，職務分析などによる学校の経営管理の標準化をめざした

のである。

伊藤氏の意図したものは， i経験と萄JJに基づく学校経営からの脱却，職務分析による職務確

立，教職員の専門職化にあったことは，よく知られるところである。なかでも「経験と勘jにの

み根拠を置く学校経営の克服という点、で，伊藤氏の一向に合理的根拠を見いだせない学校経営へ

の苛立ちが感じられるが，単一学校経営を説いた吉本二郎氏の「学校は慣習に支配されているj

という認識，そして「学校管理と教育実践は未分化の状態にあったJ，i学校管理は，本来，教職

員が現場でえた体験から抽出し，蓄積し，発展させてきた知識や情報，技能や技術が蒐集され，

整理された上で，逆に教師jを指導するための道呉として標準化されることによって形成されるも

のであるは)Jという市川昭午氏の学校管理の非科学的実態についての認識には共通性があるよ

うに思われる。違いがあるとすれば，学校経営概念の相違であり，学校経営の科学的な組織化の

方向であろう。
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市川氏の学校1~1m は，伊藤氏は，学校経営管盟の重層構造化が必然、であると捉えるのであるが，

本来的に教育実践のためのものである。学校管理が学校の内部に限定されず，教育実践活動との

教育委員会'密接なi芙!Jlliのドに，学校管出!運営組織を捉えようとするのである。吉本氏の学説は，

いわば行政機関の学校管問権限を!iii捉とした学校内部経営論の閉塞状況に陥る危険性を合みの，

つつ，他社tl内な学校の経営管出が進む当時の学校現場の状況を危慎し，学校に自律的な教育活動

の展!万?と運営の組織化を期待したものであろう (i(})O

ともかく，伊桜氏は，学校経営の氏主化やモラールの昂揚は，職務内容の雌定(合問!イヒ)が注目

の論理でjif(提になると考えた。そして，学校経営を「ある特殊なものj とは見ず， r経営一般」

WJ的に説明がつくという前提に立っていたのである (ii)O

技術的合理性と経営技術(3) 

学校経営氏主化の手続きは，仕事の合理!的な実施についての決定まで含めて考えるべきだと言

と民主伊藤氏の考えであるO つまり「経営の近代化としての合理化(能率化・技術化)うのが，

学校経営のとは，本来矛盾する概念、ではない(12)oJのである。その上で，化(I~l 由化・平等化)

伊藤氏は次のように述べている。少々長くなるが，氏の近合flHイヒと経営技術の必要性について，

代化論の発想が鮮明に述べられていると思うので，引用しておこう。

「学校経営の効率を上げるためには，教職員のひとりびとりが『大いにやろうJという志気に

これは学校経営における望ましい民主主義的人間関係だ。 けれ;燃えることも確かに必要である。

何もこのような人間関係がよくなることばかりでども，職場がはたらきやすくなるというのは，

はあるまい。……教室がスシ誌であって指導に骨'折れたり，校長が教育課程の管理上教師と個別

的にジックリ話し合ってみたいと思っても，次から次へと雑用が出てきたりするような状態であっ

ては， r大いにやろう』とする気もついくずれ折れてしまうであろう。……スシ詰を解消しよう

そのi誌に適正規模学級が研究されなければならないし， またその実現のためには

その前雑用を排除するためには，

とするならば，

財政関係との関連も現実に研究されなければならなし 1。また，

にいったい今日の学校経営において教職員の本務とは何なのか，
? 

に一したがって何が雑用なのか，

の区別が研究的に明らかになっていなければならないし，

せるためには教職について明確な業務分類が施かれ，

設定されていなければならない。標準業務量が設定されるためには教職員定数もそれに見合うよ

以上のようなことはこれを学校経営の民主

それが明らかになってもそれを実現さ

ひとりびとりの職員の標準業務量が一応は

うに改善されなければならないわけである。総じて，

化とはいわず，合理化というのである(13)oJ (傍点は伊藤氏)

それは今日の学校経営研究にもっとも欠けて「この合理化に要求されるのが経営技術であり，

現実の学校経営の非合理性ゆえに，経営技術の導入が必要いるものなのである ω。」伊藤氏は，

子どもたちのための社会的能率なので

ある O 社会的能率とは手段への適合性をもつものとして考えられるよりも目的への適合性で考え

ワ
t
a

だという。その場合， r学校経営の合理化・能率化とは，



『学校経営研究』第18巻 1993

られる(日)oJとは言うものの，伊藤氏の主張はやはり技術的合理性に比重がかかっていることは

否めな l¥。また，伊藤氏の技術的合理化によって，学校は現実に意図とは逆の方向にいくのはi切

らかで，学校の組織構造的特質を全く考慮していないというのが宗像氏の批判であった。

(4) 学校経営の近代化論批判

伊藤氏の近代化論は，周知のごとく，宗像誠也氏とのnellで，学校組織のあり方をめぐる重層@

単層構造論争として展開され，以後の学校経営の民主化及び合理化， さらには現代化研究に大き

な影響を与えた。近代化論批判は，経営学的手法の導入に対する批判であって，戦i塘f!iljの持ち込

み，学校経営組織の重層あるいは単属の是非，学校経営と管理機能の関係などを内容として含む

ものであった。

宗像氏の近代化批判は，アメリカの企業経営学の日本の学校への適用，その際，工場などと学

校との組織構造の異質性に自を向けていないこと，学校は「本費約に単層組織」であること，職

員会議の重要性や重層構造論の導入による学校荒廃のfs験，教育課程管理における「内部報告制」

の非能率と教員のモラルの低下の恐れなどが生ずることを指摘して批判したのである ω 。

わが国の学校経営研究は， この論争に触発されつつ，戦前の法規万能主義的な学校経営論，単

一学校の相対的独立性や自律性に根拠を置く単一学校経営論，学校のインフォーマルな人間関係

論的視点を盛り込む学校経営論などが比較検討され，ますます学校経営学説の多様化と深化を遂

げたと言ってよ l¥。伊藤教授の近代化論に対する厳しい批判は，宗像氏による批判以外にも，様々

な角度からなされている。例えば，市)111沼午氏は，伊藤氏の近代化論を，科学的管理法を適用す

る学校経営論，誰のためにとは無関係に，対象だけを重視した形式合理性，部分間の機能的な相

互依存性を強調する一種の機械モデル，学校全体の能率的運営という見地から，高度の技術的卓

越性をもつように操作可能な諸部分を非人格的に「連結jする「純粋官僚告IJJで，古典的な組織

イメージに基づくものと批判的に位置づけている(17)。近代化論に対する批判は，伊藤氏の近代

論がテイラーの科学的管理論の学校経営への援用だけに，テイラーリズムそのものに対する批判

をも含んでいるが，やはり第一の批判は「経営一般Jの論理が学校経営にも援用され得るという

安易な認識に基づいている点にある。

しかし伊藤氏は，近代の経営学は「私経営」と「公経J営Jを間わず，広く通用する学問になっ

ており，アドミニストレーション (administration) はサービス性，公共性，社会性を秘めた概

念であること， さらに単なる指揮監督ではなく，経営学的発想の導入であることを強調するので

ある。したがって‘ SchoolAdministration 'は「教育行政J• i学校行政J• i学校経営」を

合むもので， i行政」と「経営Jとは分離不可能である (18)O そうして，管理分析，職務分析等に

よる伊藤氏の妓術的合出化は， i授業」の管理運営， i内部報告制J(こまで及ぶ。しかし，伊藤氏

自身「日暮れて道遠し」のf惑が深いと率痘に述べているように，合理化がどこまで可能かについ

ては，必ずしも明らかではな l¥0 
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(5) 学校経営管理の重震構造

伊藤氏は，今日の学校経営が， [~・都道府県・市町村そして学校という四種の重層構造をもち，

その各々が学校に対する経営の主体であるとし，学校の経営関係は単層構造ではなく，必ず重層

構造として捉えなければならないという問。さらに，学校経営の実際について， I教育行政に

おけると地方(都道府県及び市町村〉とまたがる経営管理の重層性においてとらえられなけれ

ばならない。現場の一つ一つの学校には， [翠，都道府県，市IflJ村の教育経営政策が管理!という執

行過程を伴って下りてくると同時に，学校自体の経営と管理も存在するoJのであるO そこでは，

設置者管理主義は「経営管理主義」あるいは「設置者経営主義jに転換される。「作業j琶を形成

する一般教職員階層に経営管理政策に対する自発性が許されないのかというと，決してそうでは

ないと思う。近代的な経営管理主義は上方より下方へと向かう一方交通なのではなく，下方より

上万へと向かうところの円環交通なのである問。」とされ，伊藤氏のいう重層構造性は，組織に

おける硬直した階統性 Chierarchy)とは同じものではなく，経営管理のマネジメント・サイク

ルとして機能すると考えられる O もちろん， このマネジメント・サイクルにおいて， [翠・都道府

県・市町村そして学校という四重の複雑な構造が現実にはいろいろな衝突と混乱を引き起こすと

うのであるが，極めてシステム論的な発想も含まれている。

こうして国・都道府県・市町村@学校という重層構造は，個々の学校の中に持ち込まれるので

ある。宗像氏が，伊藤氏の重層構造論を事実上の職制強化論であり，権限を「経営層Jや「管理

層」に吸い上げ，官僚告IJを打ち込み， I作業層」である平教員の権限と自主性を剥奪する結果に

なると社民~IJ したのはこのことであった(目。

3. 公教育経営の課題と方向

戦前戦中を通じて，教育の事務は国の事務と考えられ，中央集権支配機構の中で，法規を中心

とする強い管理主義の下におかれた。こうした管理主義の影響の下， I管理」は教育運営の客観

的側面に関わるものであり， I経営」はその主観的側面を扱うものであるという解釈が成立し，

管理概念が経営概念より上位概念、と考えられてきたのである O そこには，公の支配権を前提とし

た設置者管理主義によって，学校経営は，その一般的な学校管理権行使の一部分にすぎないとの

解釈がなされるようになったのである。伊藤氏に言わせれば、，今日，設置者管理主義に基づ、く実

定法上の規定は時代遅れで、あるO 教育委員会の広範な職務権限(地教行法第23条)などは経営権

として解釈されるべきで，学校経営の包括的政策立案権は，当然教育委員会の仕事とされる問。

ところで，今日，地方の学校経営はすべて教育委員会制度の下で行われているが，教委制度の

導入は，わが国の地方行政にとって新しいアメリカ民主主義の導入であった。教委制度は，教育

ならびに教育行政の政治的中立性と地方分権主義を狙って，民主統制の下に，学校経営をしよう

とする組織だとし，地教行法(昭和31年)下でも， この趣旨は生きていると指摘するO 地方分権
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主義の下，所管事務について，国と地方，都道府県と市IIIJ村の関係は同等の関係で，指揮監督関

係はなく，学校・教委の関係が問題にはなるものの，公経営=行政の主体は教育委員会とされ，

学校長の経営学上の位置は管理者であって，本来的な意味で経営者ではない(お)0

学校と教育委員会の関係については，学校経営の重層構造論にたっ伊藤氏の場合，学校も教育

委員会も国も学校経営の主体となりうるとし，宗像氏が教育を行政との対立図式の I~] に捉えたの

とは立場を異にする。学校経営を法規による学校管;理と捉え，学校を「上命町長」の行政機関の

末端に位置づけるものとも異なる O また，伊藤氏の近代化論では学校それ自体も主体となるとす

るのではあるが，吉本氏の単一学校経営論が学校を教育機関，教育委員会を行政機関とする機能

及び性格の区分論にたち，学校に独自な経営上の創意と主体性を積極的に認めるのとは異なって

いるように思われる。近年，地域学校経営論も注目されるが， この場合にも敢えて区分論はとら

ないようである。

重層構造論の場合，法規主義的な学校管理に似て，学校はその依存体質の下で行政機関の末端

に位置づけられやす l¥。こうした学校経営管理概念の下における学校は，行政機関の官僚制化の

影響をストレートに受けやすし 1。学校と教育委員会の関係を教育行政システムの連続体と捉える

か，それとも非連続的に捉えるかは，学校の主体性確立にとって根本的な問題である。

伊藤氏は，経営を管理の上位概念とする近代の経営管理主義は，学校経営が一般的な学校管理

権行使の一部にすぎないというような上記の考え方に影響し，変化を与えていくはずで，学校の

小規模構造が，必然、的に学校における経営機能と管理機能ないし作業機能との重層関係を招いて

いると説くのだが (24)，わが留における学校と教育委員会との関係で問題となることは，学校の

教育委員会への依存関係であることを考癒した場合，小規模構造ゆえの重層関係的理解は学校を

ますます教育行政システムの末端に位置づける傾向を生むのではなし 1かとも考えられるO したがっ

て，学校を岳律的に位置づけようとの立論が試みられ，学校の相対的独自性に配慮した経営の創

意を主張する単一学校経営論が注目されるのであるO そうでなければ，学校や教委の各専門的判

断や意思に加えて，親や地域住民の教育意思の反映と学校経営参加の保障の観点から，教育委員

会制度を中心とした公教育経営システムのあり方を根本的に間い痘すことが求められるであろう。

注

( 1) r学校経営の近代化入門J(明治国書，昭平IJ38年)の「まえがきJには本書が明治図書の「学校運営研

究」誌創刊号から一年間， 12回にわたって担当した講座 i学校経営の近代化jを格子に書き上げ.たもの

であることが記されている。

( 2 )大塚学校経営研究会『学校経営研究』第17巻， 1992年4月。

( 3 )吉本学校経営学について，その特質を「単位j学校経営論ととらえるか， I単一J学校経営論ととら

えるかは論議を残している。堀内孜「単位学校経営論と学校の自律性一吉本学校経営学の基本構造一」

向上書， 2頁参照。
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村EEI俊明;伊藤平Ll街『学校経営の近代化入門j(1963年)の検討

( 4 )市川!自主F-r学校管盟運営の組織論』明治図書， 1966年， 14頁~16頁。

l宇部武11日「近代化 現代化論争j，西 11主夫「軍属 -liJ_層構造論争j，日本教育経営~f:会『教育経営研究の

軌跡と展望j <識かh:日本の教育経営 9>ぎょうせい， I昭和61年，所Jl文， 140頁~165民参照。

( 5 )伊藤平Ilf守Ir学校経営の近代化人jll]jI明治図書，昭和38年， 1頁。

(6) (7) I日]L;H， 14 頁~15頁。

( 8) I司 i二 ~lt ， 2 1';[。

( 9) r!i J 111l{1，11二， lîíH品;主 251ミ~26変。

(10)吉本二郎『学校経営学j I~l土社， 1965年。わが国における学校経営概念は， 一般に単与:校内部経営

として即解されているが，なぜそのような学校経営論に至ったか，つまり学校経営と教青行政が区別さ

れるべきものと考えられるに至ったかについては，永岡JI民「私と学校経営研究 教育行政と学校経営の

nJJ -j r学校経営研究』第15巻，平成 2年， 20頁，の指摘があるので参照ください。

(11 )伊藤，白11掲書:， 18頁。

(12)伊藤，時i1掲書， 17頁。

(13)伊藤， 在日掲書， 19頁。

(14)伊藤， nljf昌書， 20頁。

(15)伊藤，前掲書， 77頁。

(16)宗像誠也「学校経営近代化論批判jr宗像誠也教育学著作集J(第 4巻)青木書!苫， 1975~:1ミ所収， 227 

頁~229頁。

(17)市JIIIT{j午， HII掲書， 369頁~370頁。

(18)伊藤，前掲書 23]主。

(19) {jJj掠， FliI掲書， 25真。

(20)伊藤，言i1掲書， 31頁。

(21)宗像，言IJ掲書， 235頁。

(22) (23)伊藤，前掲書， 25頁。

(24)伊藤，前掲書， 25頁~29頁。
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